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2007 年慰安婦問題におけるメディアの役割―対外政策決定過程の視点から― 

三谷 文栄 

 
本報告は、日本の対外政策決定過程におけるメディアの役割を、慰安婦問題を事例として取

り上げて考察したものである。慰安婦問題は、現在に至るまで日本と韓国において何度も論争

が繰り広げられてきた。論争では、韓国からの批判に対し、日本社会は韓国が主権を侵害して

いるとし、他方韓国は日本が第二次世界大戦の経験を反省していないと主張されてきた。これ

まで、このような批判の応酬が繰り返されており、慰安婦問題は解決の糸口がつかむのが困難

であるとして膠着状態に陥っていたと言える。しかし、2007 年に安倍首相の発言を発端として

日本社会で争点化した慰安婦問題では、そうした膠着状態とは異なる展開を見せた。そこでは、

それまで慰安婦に対して否定的な見解を繰り返していた安倍首相が、それまでの意見を後退さ

せるような見解を表明するに至ったのである。このように、新たな展開を見せた 2007 年の慰

安婦問題を、本報告では分析対象として取り上げた。 
分析枠組みとして、対外政策とメディアの関係を分析する際のモデル（「カスケード・モデル」）

を用いた。本報告では、モデルの問題点を指摘し、修正を加えたうえで、修正版モデルを提示

し、それを分析に応用した。そこでは、2007 年の慰安婦問題において、問題に関与した各アク

ターが慰安婦問題をどのように捉え、どういう解決策を提示し、そして彼らの意見がどのよう

に変化したのかを分析した。その分析を通じて、日本の対外政策決定過程におけるメディアの

役割に考察を加えた。 
分析結果として、以下の三点を本学会にて報告した。第一に、2007 年慰安婦問題において、

日本のマスメディアは、政府、他のエリート、関係国の見解、関係国のメディアといった様々

な意見を反映させる役割を果たしていた。第二に、国内の意見の分布を、報道を通して伝える

ことで、政策決定者に民主的意思を反映した選択肢を提示し、その選択肢内に政策決定者の行

動を制限するという政治的影響力を持ちえることを明らかにした。第三に、慰安婦問題は歴史

認識や戦争責任、人権など多様な側面を持つ問題であるが、これまであまり注目されていなか

った対外問題としての慰安婦問題という側面に焦点を当てた。それを通じて、慰安婦問題が国

内の政治状況のみならず、諸外国の見解を無視することが困難であることを再確認できた。 
すなわち、日本のメディアは、日本の社会の意見の分布を反映させた報道を通じて、政策決

定者の選択肢の幅に制限を加えていた。同様に、関係国である米国のメディアも諸国内世論と

して制限を加えていた。それは、従来の河野談話を否定し、慰安婦を売春婦として捉えようと

する安倍首相の試みを断念せざるをえなかったことから明らかである。このように、日本のメ

ディアは 2007 年慰安婦問題という対外政策の決定過程において重要な役割を果たしていたと

言える。                 （みたに ふみえ 慶應義塾大学大学院法学研究科） 
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